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共助社会の実現に向けて 

株式会社長谷工コーポレーションと包括提携協定を締結します！ 

～企業の強みを活かし、障がいのある人の支援などの取り組みを展開～ 
  

 

○ 福岡県では、企業やＮＰＯなどの多様な主体と共に支え合う共助社会づくりを進めて
います。 

○ このたび福岡県は、共助社会の実現に向け、株式会社長谷工コーポレーションと社会
貢献に関する包括提携協定を締結することとしましたので、お知らせします。 

○ この協定に基づき、障がいのある人の支援や地産地消の推進など、県と株式会社長谷

工コーポレーションが相互に連携を図り、双方の強みを活かした取り組みを協働で展開
します。 

 

〔協定締結式の概要〕 

１ 日   時 令和５年５月２３日（火）１６時１０分～１６時３０分 

２ 場   所 福岡県庁８階 特別会議室 

３ 署 名 者 株式会社長谷工コーポレーション 

           池上
いけがみ

 一夫
かずお

   代表取締役社長 

福岡県 

           服部 誠太郎  福岡県知事 

 ４ 同 席 者 福岡県議会 

           長
ちょう

  裕
ひろ

海
うみ

   議員 

 ５ 協定の内容 ① 障がいのある人の支援に関すること 

         ② 地産地消・農商工連携の推進に関すること 

         ③ 健康増進に関すること 

         ④ 環境保全およびリサイクルに関すること 

         ⑤ その他地域の活性化、県民サービスの向上に関すること 

 

 ６ 次   第 ・ 開会 出席者紹介 

・ 署名、写真撮影 

・ 服部知事あいさつ 

・ 池上代表取締役社長あいさつ 

・ 締結式終了 

 

７ 取材について 

締結式終了後、同会場で当課職員及び企業側担当者が取材に対応します。 

担当課 人づくり・県民生活部 社会活動推進課 

直 通 ０９２－６４３－３９３８ 

内 線 ２９７１ 

担 当 倉富、廣松 



 

［ 協定の概要 ］ 

１ 協定の目的 

福岡県と株式会社長谷工コーポレーションが相互に緊密な連携を図ることにより、福岡県

内における共助社会づくりを推進し、地域の一層の活性化及び県民サービスの向上を図る。 

２ 協定事項（全５事項） 

 

（１）障がいのある人の支援に関すること 

 

（取組例） 

○障がいのある方が製作する「まごころ製品」を顧客等への贈呈品として活用 

○マンション完成後の空室清掃等の作業を障がい者施設へ発注 

○九州各地の事務所や販売センターにおける「福岡県障がい者アートレンタル事業」の活用 

○視覚障がいのある県立視覚特別支援学校の生徒の現場実習（マッサージ研修）受け入れ 

 

 

（２）地産地消・農商工連携の推進に関すること 

 

（取組例） 

○「ふくおか農林漁業応援団体」への登録 

○「ふくおか地産地消応援ファミリー法人」への登録 

 

 

（３）健康増進に関すること 

 

（取組例） 

○「福岡県ワンヘルス宣言事業者」への登録 

 

 

（４）環境保全およびリサイクルに関すること               

                                    

（取組例） 

○環境保全活動への従業員等のボランティア参加 

 

（５）その他地域の活性化、県民サービスの向上に関すること  

 

（取組例） 

○「出会い応援団体」への登録 

○世界遺産「神宿る島」宗像・沖ノ島と関連遺産群の保全活動（海岸清掃）及び情報発信 

 

 



 

［ 参考 ］ 

 

株式会社長谷工コーポレーションの概要 

 

１ 所 在 地   本社：東京都港区芝二丁目３２番１号 

２ 代 表 者   池上 一夫 代表取締役社長  

３ 設  立   １９４６年８月 

４ 資 本 金   ５７５億円（2023年 3月 31日現在） 

５ 従業員数   ２，３９９人（2023年 3月 31日現在） 

６ 事 業 所   九州・沖縄事業部（福岡市）ほか８支店等 

７ 事業内容   建設事業、不動産事業、エンジニアリング事業 

 

共助社会の実現に向けた県と企業との包括提携協定の締結状況（１６件、２６社） 

平成２４年 ４月 イオン株式会社 

平成２５年 ３月 株式会社ローソン 

平成２５年 ７月 株式会社ファミリーマート・ＪＲ九州リテール株式会社 

平成２５年１１月 株式会社セブン-イレブン・ジャパン 

平成２６年 ８月 株式会社東洋新薬 

平成２７年１２月 大塚製薬株式会社 

平成２８年 ８月 株式会社アサヒコーポレーション（現：アサヒシューズ株式会社） 

平成２９年 ９月 損害保険ジャパン日本興亜株式会社 

         （現：損害保険ジャパン株式会社） 

平成２９年 ９月 日本生命保険相互会社 

平成３０年 ６月 第一生命保険株式会社 

平成３１年 ３月 福岡トヨタ自動車株式会社、福岡トヨペット株式会社、トヨタカ

ローラ博多株式会社、トヨタカローラ福岡株式会社、ネッツトヨ

タ北九州株式会社、ネッツトヨタ福岡株式会社、ネッツトヨタ西

日本株式会社、株式会社トヨタレンタリース福岡、株式会社トヨ

タレンタリース博多、トヨタ部品福岡共販株式会社（現：トヨタ

モビリティパーツ株式会社） 

令和 元年 ９月 日本郵便株式会社 

令和 ２年 ２月 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

令和 ３年１１月 ＡＮＡホールディングス株式会社 

  令和 ３年１２月 アサヒビール株式会社 

  令和 ４年 ２月 明治安田生命保険相互会社 


